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１．各事業別の財務諸表について 
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平成２０事業年度損益計算書（機構全体） 

賃貸住宅 
76万戸 

↓ 
収益全体の 

60％ 

 
 

有利子負債 
13.7兆円 
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平成２０事業年度貸借対照表（機構全体） 

３ 



宅地造成等経過勘定 

都市再生勘定 

資本内訳 資本金    858億円 
     繰越欠損金 △858億円   

資本内訳 資本金    7,792億円 
     繰越欠損金 △5,835億円   

① 

① 

① 

① 

①固有の資産・負債を各勘定に特定 
※一部の科目については比率按分  

① 

① 

② 

③ 

④ 

A A 
B C 

Ａ．公団解散時の充当目的に従い資本
金を各勘定に特定  

B．経過勘定の資本金に見合う繰越欠
損金を経過勘定に特定 

Ｃ．残余の繰越欠損金を都市再生勘定
に特定 

④残余の財政融資資金や長期借入
金・債券を都市再生勘定に特定  

② 

財政融資資金 
9兆0,184億円 

③財政融資資金について、資産の額
に見合うまで残期間の短いものから順
に経過勘定に特定  

平成16年度期末B/S 

②長期借入金・債券のうち固有の借入
金等を各勘定に特定 

現金・預金 1,883億円 

資産 

17兆3，204億円 １7兆3,130億円 

資本 計 
１，９５7億円 

負債 

平均残高金利 2.21％ 

平均残高金利 6.45％ 

平均残高金利 3.05％ 

財政融資資金 
12兆2,504億円 

 ○ 平成１６年度末の貸借対照表をベースに、 
   ① 会計上、合理的かつ適正であること   
   ② 各勘定の運営に著しい支障をきたすことがないこと 
   等のポイントを踏まえ、法律で規定する業務区分に応じて各勘定の資産、 
   負債及び資本を特定 
 
 ※ 会計的合理性については、監査法人に確認。欠損金の区分については、 
   経過業務勘定の財産的基礎の確立に配慮 （債務超過を回避）   

勘定分離の考え方（平成１７年度期首B/S） 

４ 



平成２０事業年度損益計算書（賃貸住宅部門） 

うち割賦利息収入 12 

うち管理業務費  2,639 
     
 
 
 
    
       
     役職員給与等 63 

うち支払利息 2,185 
   債券発行費   3 

うち役職員給与等 10 

   管理費     403 

     修繕費    1,254 
 公租公課      453 
      共益費      296 
土地等借料     134 

５ 

減収額 

継続家賃改定の 
激変緩和措置 

▲34億円 

家賃改定減額措置 ▲12億円 

高優賃減額措置 ▲36億円 

建替特別減額措置 ▲37億円 

建替一般減額措置 ▲20億円 

補助金額 

家賃改定減額措置 10億円 

高優賃減額措置 15億円 

建替減額措置 13億円 

公団時代の利子補給金の分割受入に伴
う金利相当分※平成21年度で終了 



注）都市再生勘定について、各部門に特定可能な
科目をそれぞれ特定した上で、残余について一定

の比率で按分することにより作成している。 

平成２０事業年度貸借対照表（賃貸住宅部門） 
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平成２０事業年度損益計算書（都市再生部門） 

うち支払利息 121 

うち管理業務費 38 
      
 
 
 
 
   
    役職員給与等 2 

うち国   104 
    地方 223  

              管理費 4 
           修繕費  8 
        公租公課14 
        共益費     8 

７ 



平成２０事業年度貸借対照表（都市再生部門） 注）都市再生勘定について、各部門に特定可能な
科目をそれぞれ特定した上で、残余について一定

の比率で按分することにより作成している。 
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平成２０事業年度損益計算書（宅地造成等経過勘定（ニュータウン部門等）） 

 うち支払利息       61 

うち管理業務費     103 
   
 
 
 
 
 役職員給与等       22 
 貸倒引当金繰入額 10      

うち 国  224 
    地方 295 

うち割賦利息収入 38 
     配当金収入   12 

            
 

   管理費      43 
  修繕費     12 
 公租公課     38 
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平成２０事業年度貸借対照表（宅地造成等経過勘定（ニュータウン部門等）） 

都市再生機構法附則第１２条第５項に基づき、都市再生勘

定の純利益683億円のうち、賃貸住宅管理を含む都市再

生業務の運営に支障のない範囲の396億円を宅地造成等

経過勘定に繰り入れることで、債務超過を解消。           

勘定 当期利益 純資産 繰入後純資産 

都市再生 ６８３ ６，７５７ ６，３６１ 

経過 ▲３９８ ▲３９６ ０ 

機構計 ２８４ ６，３６１ ６，３６１ 

10 

都市再生機構法附則 第12条 

５  機構は、都市再生業務に係る勘定において、毎事業年度の損益計算書上利益を生じ

たときは、国土交通省令で定めるところにより、当該利益に相当する金額を限度とし

て国土交通大臣の承認を受けた金額を都市再生業務に係る勘定から宅地造成等経過業

務に係る勘定に繰り入れることができる。この場合において、宅地造成等経過業務に

係る勘定に繰り入れる金額については、都市再生業務の運営に支障のない範囲内の金

額となるよう配慮しなければならない。 

住宅２法案附帯決議 （参議院国土交通委員会） 

７ 都市再生機構の都市再生業務に係る勘定においては賃貸住宅業務とその他業務との

区分経理を厳正に行うとともに、賃貸住宅業務に係る収益については、当該業務の運

営に支障が生じないよう、当該業務へ優先的に充当すること。 



２．賃貸住宅事業と都市再生事業の 
一体性について 

1１ 



団地再生事業によるまちづくりの実施 

○既存ストックの大半は昭和30年代から40年代に建設されたものであり、住宅規模や間取り、設備水準等の老
朽化、陳腐化が著しい。 
○今後の人口減少を踏まえ、現在76万戸あるストック量の適正化を図ることが必要。 
○団地を取り巻く周辺市街地の状況が変化しており、まちづくりの課題を抱えている状況。 

団地再生事業の実施 

○建替えや既存住宅の改良により、戸数を縮減・集約化しつつ、ニーズにマッチした住
宅を供給 

○戸数の縮減・集約化により生み出された土地を新たなまちづくりに活用 

○必要な公共施設の整備等を行い、周辺の市街地整備の課題を解消 

賃貸住宅供給 

まちづくり 

○上位計画や地域のまちづくりの課題等を踏まえ、望ましい土地利用を検討し、建替住宅、公益施設、民間
住宅、商業施設等の用途配置をどのように図るべきか。 

団地再生事業における賃貸住宅供給とまちづくりに関する論点 

○新たな土地利用を行う上で必要な公共施設の整備を実施するにはどうすべきか。 

○民間等の開発を含む地区全体の事業をコーディネートすることにより、各事業の円滑な実施、統一の取れ
た街並みの形成等による地域のポテンシャルアップをどのように図るべきか。 

団地再生事業には、賃貸住宅供給とまちづくりの２つの視点が存在。 

1２ 



・川崎駅前西口においてにぎわいのあるまちづくりを行うため、建替え予定団地
を含む西口区域において再開発地区計画を策定 
 

・再開発地区や民有地の複数権利者と調整を図りながらまちづくりを実施 
 

・駅前の賑わい形成のため、公団施行による市街地再開発事業の実施 
 

・駅前に立地する団地敷地の一部を道路用地として提供、残りを民間所有地と
土地交換し、住宅用途であった駅前に商業･業務等機能を誘導 
 

・団地は、住宅地に隣接する土地交換後の敷地において建替え 

当該地区の整備が、隣接する工場跡地(現 ラゾーナ川崎ほか）の開発を誘導し、
現在の賑わいのある川崎駅西口が実現 

土地交換 

従前 

従後 

ラゾーナ川崎 

建替事業概要 
 【従前】昭和32･33年度管理開始 
     敷地面積   約1.1ha 
     賃貸住宅   260戸 
 

 【従後】敷地面積 約0.9ha 
     賃貸住宅  574戸 
     保育所、店舗 

  川崎駅西口   －建替事業・再開発事業等により周辺と一体的なまちづくりを実施－ 

市街地再開発事業概要 
 【従前】権利者数 70人 
      延床面積 約0.7ha 
 

 【従後】地上27階・地下2階建て 
     延床面積 約11.4ha 
     事務所、文化施設、店舗 

1３ 



上福岡駅西口住宅市街地総合整備事業 

霞ヶ丘団地建替事業 

第一種市街地再開発事業 

西口駅前通線沿道地区の整備 

■霞ヶ丘団地建替事業及び周辺市街地整備 ■霞ヶ丘団地建替後土地利用図 

UR賃貸住宅 

県営住宅 

公共事業代替地 

公益施設用地 

譲渡用地 
（集合住宅） 

譲渡用地 
（戸建住宅） 

  コンフォール霞ヶ丘（旧霞ヶ丘団地）   －再開発事業・代替地の確保・市による都市計画道路の整備－ 

市街地再開発 

建替事業と駅前の市街地再開発お

よび周辺道路整備を行うとともに、

少子高齢施設の誘致、公営住宅・民

間事業者による住宅建設など総合

的な街づくりを展開 

【従前】 
昭和34・35年度管理開始   約16ha 
機構賃貸住宅 1,793戸（2～5階） 

【従後】 
平成9年度 ～管理開始 
機構賃貸住宅 1,204戸（3～14階）  
※借上公営住宅86戸含む 
公園、県営住宅、保育園、デイサービスセンター等 

＜機構建替事業＞ 

上福岡駅西口駅前地区 
第一種市街地再開発事
業 
 
（機構施行） 
事業面積2.6ha 
事業期間H14～H18年度 

市街地再開発事業（H18.11撮影） 
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建替事業に併せて駅前の再開発事業を行うとともに、駅前

広場新設、既存道路拡幅などの都市基盤の整備、および子

育て支援施設の充実化を図るなど総合的な街づくりを展開 

建替後住宅 

  芦花公園       －再開発事業による駅前広場等の整備－ 

＜機構建替事業＞ 
【従前】 

昭和33年度管理開始 

 約3.7ha 

機構賃貸住宅 573戸（4～5階） 

【従後】 

平成15年度 ～管理開始 

機構賃貸住宅 511戸（4～14階） 

保育園等 

東西道路拡幅整備 

（機構施行） 

幅員10m 

芦花公園駅南口地区 
第一種市街地再開発事業 
（機構施行） 
事業面積1.96ha 
事業期間H15～H19年度 

千歳通り拡幅整備 

（機構施行） 

幅員12m 

再開発事業区域 

並木の保全 

建替事業区域 

整備前 

整備後 

   整備後の東西道路 

歩道がなく危
険な千歳通

り 

駅広の整備 

再開発事業区域 

建替事業区域 
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 千里山団地－駅前広場・都市計画道路等の整備（直接施行） 

（
更地

） 

a 

A 

B 

C 
D 

E
1 

E
2 

G 

2 

3 

踏切改良（市整備） 

F 

公園 

緑 

道 

整 

備 

9F 103戸 

7F 74
戸 

8F 56
戸 

7F 59戸 

7F 43戸 

1 

建替事業に併せて駅前広場及び周辺道路整備を行うととも

に、少子高齢施設の誘致、民間事業者による住宅建設など

多様な住宅供給を実現し、総合的な街づくりを展開 

従後計画図 

【従後】 

平成２６年 ～管理開始（予定） 

機構賃貸住宅 約３５０戸 

公園、駅前広場、住宅、少子高
齢施設、民間分譲住宅等 

【従前】 

昭和32年度管理開始 

 約９．８ha 

機構賃貸住宅 ７２４戸 

（３・４階） 

千里山佐井寺線（星が丘工区） 
 道路改築 W=16-19m L=285m 
 ＋電線共同溝  

駅前交通広場 
 道路改築 S=3,041㎡ 路線バス1台・タクシー2台 ＋電線共同溝  千里山佐井寺線の現況 

千里山団地の現況 
千里山バイパス線 
 道路改築 W=12m L=180m 
 ＋電線共同溝  

自転車駐車場 
 道路改築 1,300台対応 機構による直

接施行の範囲 

駅前区画道路（市整備） 

1６ 



≪直接施行の事業内容≫  

 施行面積         ：約0.6ha  
 事業期間      ：平成15年度 ～ 平成19年度 
 公共施設整備  ：都市計画道路（駅前広場含む） 
                地下自転車駐車場 

3･4･15号駅東通線 

機構による直接施行の範囲 

駅前広場等の整備 

拡大図 

（整備後） 歩道：約5.5ｍ 

（整備後） 歩道：約7ｍ 

（現況） 道路：約6m 歩道：なし 
（整備後） 歩道：約５ｍ 

＜機構建替事業＞ 約2.7ha 
【従前】                  【従後】 
昭和35年度管理開始          平成16～18年度管理開始 
機構賃貸住宅435戸          機構賃貸住宅485戸 
（2・5階、19棟）              （9～14階、6棟） 
                       ※借上公営住宅50戸含む 

  コンフォール東朝霞（旧東朝霞団地）  －駅前広場等の整備（直接施行）・市による都計道整備－ 

建替事業に併せて、朝霞駅東口駅前広場を含む都市計画

道路の一部と地下自転車駐車場を、機構の直接施行制度を

活用して整備。団地敷地を駅前広場用地及び従前地権者代

替地として一部活用を図りつつ、公共団体の都市計画道路

整備と連携し、総合的なまちづくりを展開 
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阪 神 淡 路 大 震 災 に お け る 震 災 復 興 へ の 取 組 
○国家的課題であるという認識の下、全支社から機動的に人材を結集させ当初の復旧を支援するとともに、その後の復興支援のため、神戸市内

に震災復興事業本部を設置 
○被災地の緊急かつ健全な復興を目指して2月には『被災市街地復興特別措置法』が公布・施行、その後直ちに被災市街地復興推進地域が指

定、神戸市からの要請を受けて市街地整備事業の事業計画づくりに着手 
○機構のあらゆる経験、ノウハウ等をフルに活用し、早急の事業の立ち上げ、権利者との調整を精力的に進めながら早期の使用収益開始を実

現 

1995年1月17日地震発生 １９９５年１月～ １９９５年４月～ 現在 

・ 『兵庫県南部地震対策本部』設
置 （1995.1.18) 

・ 『公団地震対策緊急支援 
 本部』を関西支社内に設置。 
 （1995.1.22） 

・ 復旧支援活動のため、1995年４月ま
でに、延べ7,300人の職員を投入。 

 ①応急危険度判定 
  （一級建築士が中心に対応） 
 ②宅地被害対策調査 
 ③被災者用暫定住宅入居手続き 
 ④応急仮設住宅の建設 
 ⑤暫定入居用公団賃貸住宅提供 
 ⑥応急仮設住宅用地提供 
   

Ｕ
Ｒ
の
取
組 

全
体
の
動
き 

・ 『震災復興事業本部』を設置 
  (1995.4.16)→  
  最盛期(1998年） 266人体制 
・ 復興住宅の建設 
   18,674戸(当初3ヵ年) 
・ 市街地の整備・再生 
   市街地再開発…10地区 
   土地区画整理…4地区 
   密集市街地の共同再建 
            …23地区 

・兵庫県が『ひょうご住宅復興３カ
年計画』を制定 

  → 計画戸数125,000戸 
     うち公団住宅18,000戸 
      (1995年8月) 
・公団が中心となり、国・県・関係

市・住宅公社・住宅公庫と共に
『災害復興住宅の設計指針』を
策定。 

ＵＲの、『技術者等のスト 
ック機能』『用地や住宅 
のストック機能』があって、 
初めて可能に。 

・ 阪神淡路大震災で得られた教訓・経
験を基礎として、その後発生した震災
に伴う復興まちづくりを支援。 

 【福岡県西方沖地震（2005年3月）】 
  復興計画の策定支援、関係者間の

調整、市による「小規模住宅地区等改
良事業」を誘導。 

 【新潟中越沖地震(2007年7月) 】 
  新潟県、柏崎市からの支援要請を受

け、現地にプロジェクトチームを設置、
復興重点プロジェクト（復興公営住宅
建設、被災住宅地の復興、商店街再
生等）を支援。 

  

・ 建設大臣(当時)からＵＲに対し
て、『被災地方公共団体に対し、
公団の全組織を挙げて支援する
ように。』との指示。 

 (1995.1.22) 

・ 建設省が『被災市街地復興特別措
置法』を制定 

 → 公団は、地方公共団体の要 
   請を受けて震災復興関連事 
   業を幅広く実施できることに。 
   （1995.2.26） 

震災発生直後 復旧支援活動 復興事業 その後 

  
災害に対応した総合的なまちづくりの実施① 

災害後の復興まちづくりの迅速な実行においては、公共施設等の整備とあわせて復興住宅を迅速に整備する
ことが求められるが、これをどのような体制で行うべきか。 

1８ 



  
災害に対応した総合的なまちづくりの実施② 

低未利用地の活用による防災性の 
高い街区の形成 
・民間事業者による不燃化建物の 
 供給の支援 
・一時避難場所の整備 
・地区の利便性向上に資する生活 
 支援施設、福祉施設等の整備 

事業初期段階、事業実施段階 
のコーディネートの実施 

従前居住者用賃貸住宅の整備 

都市計画道路等の整備・ 
移転代替地の整備 

防災街区整備事業の実施 地区内道路・公園等の整備 

密集市街地の効果的かつ効率的な改善を図るためには、従前居住者用賃貸住宅等の供給が必要となる場面
も想定されるが、これをどのような体制で行うべきか。 
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３．ＵＲ賃貸住宅の譲渡について 

２0 



■年度ごとの執行管理における経営判断基準 

 資本（他人資本及び自己資本）を維持・調達するためのコス
トは、借入金コスト及び繰越欠損金解消額を加味して算定し
判断。経営改善計画を着実に推進するため、資本コストを経
営判断指標として経営管理。 

加重平均資本コスト 
（ＷＡＣＣ） 

①＋②（又は③）の 
今後20年間の加重平均 

都市勘定：2.5％ 

民間想定収支とＵＲの経営判断基準 

注）加重平均資本コストは平成21年度現在の数値 
  （金利変動等を踏まえ適時見直し） ２1 

■ＵＲと民間想定との違い 

民間企業として収益を最優先に経営を行うため、家賃収
入の増や修繕費等の減少は見込まれるものの、減価償
却費や支払利息については増加が見込まれるため、会計
上の利益水準は低下する可能性。 

 
 
 

家賃 
収入 

 
 
 
 

その他費用 

修繕費 

減価償却費 
【償却期間70年】 

支払利息 
【平均ｺｽﾄ2.0%】 

利益 

その他収益 

民間想定 
減価償却 

【償却期間47年】 

支払利息 
 

【財投より 
高ｺｽﾄ】 

利益 

民間想定 

税金・配当等 

圧
縮 



雇用促進住宅の譲渡について 

譲渡 民間売却 その他減少 
（取り壊しなど） 廃止決定（募集停止） 

Ｈ１７ １住宅 
（２棟８０戸） 

１住宅 
（１３棟、５２２戸） 

１５住宅 
（３９棟、１，５７５戸） 

Ｈ１８ ３住宅 
（７棟２８０戸） 

６住宅 
（５６棟、２，７６５戸） 

Ｈ１９ １２住宅 
（２２棟７１０戸） 

１住宅 
（２棟８０戸） 

８４住宅 
（１９５棟、７，４４０戸） 

Ｈ２０ １０住宅 １０住宅 ６５０住宅 

累計 ７８４住宅 
（１，７５８棟、６７，４７８戸） 

 
次の条件が整えば、土地及び建物について、原則として不動産鑑定評価額から５割減額した価格 
 ①入居者を引き継いだ上で、住宅を購入すること  
 ②１０年間公的な住宅等として運営すること 
※代金の支払いについても、一括払いが原則であるものの、それが困難であり、かつ将来の納付が
確実であれば、協議の上で、最長１０年間までの分割払いも可能。 

雇用・能力開発機構から提示されている譲渡価格 

残：１，４９７住宅（３，７６１棟、１３８，９２８戸） 
※１ 地方公共団体が譲り受けの意向を表明した住宅は１８１住宅 
※２ 売却事務の民間委託を行っている９２１住宅のうち３２９住宅で協議中 

近年の譲渡等の実績 出典：厚生労働省独立行政法人評価委員会資料より国土交通省作成 

機構が不動産鑑定業者２社に対して依頼した額から算出 

譲渡の基本方針 

①設置されている地
方公共団体に対して
譲渡受入の打診 

②民間不動産業者
等に公募による売却
を検討 

③廃止を正式決定 
（建物を解体後、土地は売却） 

拒否 

購入者 
なし 

譲
渡 

受諾 

購入者 
あり 

譲
渡 

２２ 
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